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発展途上国では古くから市民の足として利用されてきたパラトランジットという乗り物が存在する．一

方で先進国の ODAという形で今や様々な国に対し BRTや LRTといった先進的な乗り物の導入が進んでい

る．この導入に際し，既存の公共交通を含めた都市交通体系を紡いでいく必要があるが，現状，そのよう

に一体的に考えられ運行されている都市は少なく，研究としても少ない． 

本研究では，現在BRT導入計画が進んでいる東南アジア都市を対象にシナリオを作成し，行政側と市民

側，そして事業者側の観点から分析，評価する方法論を確立することを目的とする．具体的には，ラオス

の首都ビエンチャンを研究対象地として，2008 年に行われた PT 調査をもとに考え得るシナリオを明らか

にし，そのシナリオに対しての評価方法を提案する． 
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1． はじめに 

 

(1) 研究の背景 

近年，多くの発展途上国で経済発展に伴うモータリゼ

ーションが進み，交通に係る問題が発生している．ま

た，今後さらなる交通量の増加が予想されており，これ

に対応するためにBRTやLRTの新設導入が先進国主導の

ODAという形で進んでいる．  

他方で東南アジア諸国を中心に古くから利用者である

市民の足を担ってきているパラトランジットと呼ばれる

乗り物が存在する．さらに，このパラトランジットは市

民の足を担っているうえに，供給サイドで考えると主に

地方からの低所得者に対する雇用の創出につながってい

ること1)やバスの免許を保有するための訓練として，お

金も稼いだうえでの練習期間としての場所を提供してい

る．加えて，環境面で考えてもパラトランジットのよう

な小回りの利く輸送手段が有効な交通手段であり，低炭

素交通システムを発展途上国で構築する上では幹線部を

BRT，LRTとし，端末交通としてパラトランジットを活

用していくことが考えられる2)
．  

したがって，BRTやLRTを発展途上国に導入する際，

交通システム全体が持続していくための，既存の公共交

通の役割とその在り方を探る必要があると考えられる． 

 

(2) 本研究の目的 

本研究では，発展途上国におけるBRT導入を契機とし

た既存の公共交通を含んだ都市交通体系の構築について

行政側と市民側，そして事業者側の観点からより良いシ

ナリオを明らかにすることを目的とする．ここで言う行

政側の観点とは，BRT導入によりどの程度社会的包摂が

達成できるかを考えた観点であり，市民側の観点は移動

の円滑を考えた観点，事業者の観点は雇用が確保されつ

つ経営として成立していて環境負荷の少ない交通システ

ムを考えた観点である．  

現在BRT導入を計画しているラオス人民民主共和国

（以下，ラオス）の首都ビエンチャンのBRTが実際に導

入される路線を研究対象路線とする．そこに走る各公共

交通を含んだ都市交通体系について，2008年に行われた
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PT調査をもとに考え得るシナリオを明らかにし，そのシ

ナリオに対しての評価方法を提案する． 

 

2． 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理 

発展途上国の公共交通に関する研究は古くからおこな

われてきており，とりわけ発展途上国のパラトランジッ

トについては1970年代より研究がなされてきている． 

太田3)によると，パラトランジットとはそもそも，米

語のtransit（公共交通機関）にギリシャ語のpara（近所）

を合わせた造語であり，アメリカ圏で使われる意味を発

展途上国で使われる意味とで異なることを指摘してい

る．前者の意味はドアトゥドアのサービスを展開する公

共交通のことを指し，特に高齢者や障害のある方へのサ

ービスのことを言う．後者は公共輸送サービスの中でよ

り柔軟に運行し，細街路にも入っていくことのできる非

公式（インフォーマル）なサービスを指す．本研究では

後者の意味でパラトランジットを定義する．  

岩田4)は，パラトランジットの実態特性を明らかに

し，車両の形や車輪の数によって類型化している． 

1990年代にはパラトランジットについて経済学の観点

に着眼点を置き，研究がなされている．また，課題言及

として太田3)は発展に伴ったパラトランジットの都市計

画手法の中でのふるまいについて述べている．  

2000年代になると，利用者目線でのパラトランジット

の位置づけに焦点が置かれた研究が多くなる．

WENINGTTAS5)はアンケートを取り入れ，利用者の主観

的なパラトランジットの位置づけを明らかにしている．

平林6)は費用便益分析を用いパラトランジット単体の位

置づけを明らかにし，図-1のようなグラフで整理した． 

 

 

図-1 パラトランジットの位置づけ 

（平林 6)より引用） 

 

 Joewono7)は利用者の利用意図のメカニズムを共分散

構造分析を用いて可視化している．  

以上のように，パラトランジット単体での研究等はな

されてきているもの，LRT/BRT の端末交通としての役

割など，他の交通手段とのつながりや都市の交通システ

ム全体の中でのパラトランジットの位置づけに着目した

研究はない．  

 

(2) 本研究の位置づけ  

既往研究の整理から，パラトランジット単体での評価

ならびに利用者の利用意図などに関する研究は一通り整

理されているものの，他の公共交通機関を含めた都市交

通体系の構築に関する議論や整理はなされていない． 

そこで本研究では，BRTの導入計画が進んでいる都市

を対象に導入の際にどのような都市交通体系がシナリオ

として考えられるかを明らかにする．その後，各シナリ

オに対しての評価方法を提案する．  

 

3． 研究対象路線について  

 

(1) 研究対象地の選定  

本研究では以下のような条件のもと，研究対象地の選

定を行った．  

1． 現在BRT導入が計画されている都市  

2． 発展途上国で都市間鉄道がなく都市内での人の動

きが支配的な都市  

その結果，ラオスの首都であるビエンチャンを研究対

象地として選定した．ラオスは国連による分類わけでは

後発発展途上国として分類される．隣国には中国，タイ

と発展を遂げている国々があり，今後は中国の昆明から

タイのバンコクまでをラオスを通りながら進む新幹線の

建設も進んでいる． 

 

(2) 研究対象路線の現状 

ビエンチャンはラオス第一の都市であり，タイとの国

境に位置している．JICAの2011年のレポート8)によると

ビエンチャンの人口は2009年時点で約80万人で人口増加

率は3．1％となっている．現状では目立った道路混雑は

起きてはいないものの，今後の都市の発展によって自家

用車保有率が増加し，深刻な道路混雑が起きてしまうこ

とが懸念されている．日本も積極的にJICA等がマスター

プラン作成等を支援しており，今後の都市の設計として

自家用車に依存しすぎないようなまちをつくることが急

がれている．  

ビエンチャンの公共交通機関としては，在来バスとパ

ラトランジットがあげられる．在来バスは日本が1978年

より継続的に中古バスを供与しており，現在は市内バス

14路線のほとんどでその中古バスがみられる．  

値段は4000KIP（約40円，100KIP=1円）から15000KIP

（150円）となっている．図-3にバスを示す． 
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図-3 ビエンチャンの在来バス 

 

パラトランジットはビエンチャンにて大きく分けてソ

ンテオとトゥクトゥクの二種類の運行がなされている． 

JICAの2007年の資料 9)によると，2006年時点でソンテ

オの登録台数は約 32000台，トゥクトゥクは約 4200台と

なっている．図-4に二種類のパラトランジットを示す． 

 

 

図-4 ビエンチャンのパラトランジット 

（左がソンテオ，右がトゥクトゥク） 

 

BRT建設はADB(Asia Development Bank)による計画であ

り，2020年 3月に詳細設計を完了し，建設をスタート，

2021年には試運転を始める予定であったが，現在計画そ

のものが延期となっている．図-5に本研究の対象路線で

ある BRT 建設予定の路線を示す．現在は当対象路線に

在来バスとソンテオが並行して運行している． 

 

 

図-5 研究対象路線であるBRT建設予定区間（黒線）と対象

エリア（青丸（後述）） 

4． 対象路線のODの分析 

 

 本章ではPT調査より得られたODと分担率から，BRT

導入の際の都市交通体系のシナリオについて考察する． 

 今回，2008年に行われたPT調査を使用した． 

 まずは，PT調査をもとに対象路線を含むエリア（図-5

の青で囲まれたエリア）を抽出した．本研究ではこの注

したエリアを対象エリアと呼ぶことにする． 

この PTデータから代表交通手段と ODの分布を算出し

た．図-6に代表交通手段を，図-7にODの分布を示す． 

 

 

図-6 代表交通手段 

（PT調査全体と対象エリア（図-5中の青の部分）） 

 

 

図-7 PT調査より算出したOD 

（青の部分が本研究での対象エリア） 

 

図-6から，モーターバイクが支配的であることが分か

った．さらに，BRT導入時にシナリオを変化させること

でモーターバイクと似たような性質を持つパラトランジ

ットに手段転換が起き得ることが明らかとなった．  

また，図-7から，内々トリップが支配的であるので，

端末交通としてパラトランジットを運用することでより

よい機能を発揮することが考えられる．  

 

図-8 シナリオについて 
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以上より持続可能な交通体系構築の検討に資する図-8

の分析シナリオを PT データに基づいて作成できた． 

 

5． 評価方法について 

 

本章では，各シナリオに対しての評価方法について考

察する．本研究では評価の観点として，行政側と市民側，

そして事業者側の観点を盛り込む．これは，都市交通体

系を考える際のステークホルダーが文献 10)にもあるよう

に主に 3つから成り立っていると考えるからである． 

 

表-1 評価の項目について 

分析の観点 項目 方法 

行政側 移動困難者率 かかる費用と支払い意思額 

市民側 
所要時間（分） GISより算出 

総費用（KIP） シナリオごとに算出 

事業者側 

人件費 
現地の詳細設計を参考に算出 

BRT建設費 

CO2排出量 総走行距離 ×CO2排出原単位  

HC排出量 総走行距離 ×HC排出原単位  

NOx排出量 総走行距離 ×NOx排出原単位  

 

表-1に評価の項目を示し，計算手法と評価方法を示す． 

a) 行政側の観点 

それぞれの負担としてかかる費用と現地での支払い意

志額を比較し，どの程度の市民が利用してくれるのかを

明らかにする．かかる費用が支払い意志額を下回ってい

るとき，そのシナリオを良いと評価する． 

b) 市民側の観点 

需要量から得られた一人一人の所要時間と費用を割り

出し，どの程度の時間削減，費用削減になるかを明らか

にする．つまり，各シナリオに対してどのくらいの時間

や費用の削減ができたかを順位付けし評価する． 

c) 事業者側の観点 

実際にかかる費用がどのくらいなのかと，環境負荷が

シナリオによってどの程度差が表れるのかを明らかにす

る．この際，既往研究 11)をもとに試算することで全体の

環境負荷を計算することができ，環境負荷の評価をする． 

以上の評価方法を行うことで各観点の良い点/悪い点

を横に並べることができ，今後の BRT 導入の際の都市

交通全体の評価をより細やかに行うことができる． 

 

6． おわりに 

 

(1) まとめ 

 本研究において得られた知見は以下の通りである． 

まず，本研究の対象エリアはモーターバイクが支配的

であることがわかり，BRT導入時にシナリオを変化させ

ることでモーターバイクと似たような性質を持つパラト

ランジットに手段転換が起き得ることがわかった．また，

対象エリア内は内々トリップが支配的であることから，

端末交通としてパラトランジットを運用することでより

よい機能を発揮することが考えられる．最後に，評価方

法として，行政・市民・事業者の 3つの観点からそれぞ

れ評価し横に並べて比較することで今後の BRT 導入の

際の都市交通全体の評価をより細やかに行うことができ

ることがわかった． 

 

(2) 今後の展開 

今後，各シナリオについて表-1に示す項目について値

の算出を行いそれぞれのシナリオの評価を行う． 
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